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１．平成18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1）経営成績 （百万円未満切捨表示）

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 11,246 △12.2 475 △34.8 660 △26.4

17年9月中間期 12,813 9.3 729 17.0 897 13.5

18年3月期 25,031 1,366 1,620

中間(当期)純利益
１株当たり中間
(当期)純利益

百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 501 5.0 27 84

17年9月中間期 477 3.6 41 63

18年3月期 1,036 96 34

（注）①期中平均株式数 18年9月中間期 18,017,083株 17年9月中間期 11,471,630株 18年3月期 10,761,331株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

④平成18年４月１日に１株を２株とする株式分割を実施いたしました。

(2）財政状態 （百万円未満切捨表示）

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 23,544 18,068 76.7 997 43

17年9月中間期 28,174 21,926 77.8 1,906 67

18年3月期 24,711 17,531 70.9 1,975 48

（注）①期末発行済株式数 18年9月中間期 18,112,570株 17年9月中間期 11,500,141株 18年3月期 8,874,357株

②期末自己株式数 18年9月中間期 4,950,442株 17年9月中間期 31,365株 18年3月期 2,657,149株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

通　期 23,500 1,450 850

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　47円18銭

３．配当状況

現金配当 中間期末 期末 年間

 円  銭  円  銭  円  銭

18年３月期 10 00 12 50 22 50

19年３月期（実績） 7 50 － －

19年３月期（予想） － 7 50 15 00

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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６．中間財務諸表等
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ．流動資産           

１．現金及び預金  566,038   559,076   639,206   

２．売掛金  318,233   501,220   249,454   

３．クレジット未収入金  7,917,018   3,499,471   5,424,585   

４．有価証券  110,232   110,320   110,251   

５．たな卸資産  3,124,777   2,708,081   2,789,670   

６．繰延税金資産  126,567   99,866   142,858   

７．関係会社短期貸付金  2,200,000   2,800,000   2,500,000   

８．その他  405,932   271,030   226,662   

　　貸倒引当金  △11,327   △690   △9,507   

流動資産合計   14,757,473 52.4  10,548,377 44.8  12,073,181 48.9

Ⅱ．固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 1,624,088   1,475,153   1,515,357   

(2）土地 ※２ 7,266,518   7,791,485   7,266,518   

(3）その他  1,503,410   454,737   507,737   

有形固定資産合計   10,394,016 36.9  9,721,376 41.3  9,289,612 37.6

２．無形固定資産   35,876 0.1  33,714 0.1  33,058 0.1

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券  2,303,157   2,073,159   2,133,943   

(2）その他  684,396   1,171,753   1,182,185   

　　貸倒引当金  －   △4,350   －   

投資その他の資産
合計

  2,987,553 10.6  3,240,562 13.8  3,316,128 13.4

固定資産合計   13,417,446 47.6  12,995,653 55.2  12,638,799 51.1

資産合計   28,174,919 100.0  23,544,030 100.0  24,711,981 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ．流動負債           

１．買掛金  535,587   540,563   672,415   

２．短期借入金  1,200,000   －   1,800,000   

３．未払法人税等  412,930   219,234   479,449   

４．賞与引当金  196,683   139,800   155,400   

５．未決算特別勘定 ※４ 2,632,435   3,429,592   2,632,435   

６．その他 ※５ 660,760   570,672   713,477   

流動負債合計   5,638,398 20.0  4,899,862 20.8  6,453,178 26.1

Ⅱ．固定負債           

１．退職給付引当金  200,889   －   227,209   

２．役員退職慰労引当金  354,950   354,950   354,950   

３．その他  53,764   220,310   145,522   

固定負債合計   609,604 2.2  575,260 2.5  727,681 3.0

負債合計   6,248,002 22.2  5,475,122 23.3  7,180,860 29.1

           

（資本の部）           

Ⅰ．資本金   6,321,631 22.4  － －  6,321,631 25.5

Ⅱ．資本剰余金           

１．資本準備金  6,439,568   －   6,439,568   

２．その他資本剰余金  9,475   －   －   

資本剰余金合計   6,449,043 22.9  － －  6,439,568 26.0

Ⅲ．利益剰余金           

１．利益準備金  193,690   －   193,690   

２．任意積立金  40,500   －   40,500   

３．中間（当期）未処分
利益

 8,289,240   －   8,724,169   

利益剰余金合計   8,523,430 30.3  － －  8,958,360 36.3

Ⅳ．その他有価証券評価差
額金

  656,098 2.3  － －  835,531 3.4

Ⅴ．自己株式   △23,287 △0.1  － －  △5,023,971 △20.3

資本合計   21,926,917 77.8  － －  17,531,120 70.9

負債・資本合計   28,174,919 100.0  － －  24,711,981 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本           

　１　資本金   － －  6,321,631 26.8  － －

　２　資本剰余金           

(1) 資本準備金  －   6,439,568   －   

資本剰余金合計   － －  6,439,568 27.4  － －

　３　利益剰余金           

(1) 利益準備金  －   193,690   －   

(2) その他利益剰余

金
          

任意積立金  －   40,500   －   

繰越利益剰余金  －   8,951,158   －   

利益剰余金合計   － －  9,185,349 39.0  － －

　４　自己株式   － －  △4,680,143 △19.9  － －

株主資本合計   － －  17,266,406 73.3  － －

Ⅱ　評価・換算差額等           

１　その他有価証券評価

差額金
  － －  799,557 3.4  － －

評価・換算差額等合

計
  － －  799,557 3.4  － －

Ⅲ　新株予約権   － －  2,944 0.0  － －

純資産合計   － －  18,068,908 76.7  － －

負債・純資産合計   － －  23,544,030 100.0  － －
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(2) 中間損益計算書

  

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度の
要約損益計算書

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ．売上高   12,813,728 100.0  11,246,658 100.0  25,031,503 100.0

Ⅱ．売上原価 ※５  10,055,409 78.5  8,851,707 78.7  19,823,872 79.2

売上総利益   2,758,319 21.5  2,394,950 21.3  5,207,630 20.8

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※５  2,029,129 15.8  1,919,153 17.1  3,841,369 15.3

営業利益   729,189 5.7  475,797 4.2  1,366,261 5.5

Ⅳ．営業外収益 ※１  266,133 2.1  308,117 2.7  474,566 1.9

Ⅴ．営業外費用 ※2.5  98,317 0.8  123,398 1.1  220,572 0.9

経常利益   897,006 7.0  660,516 5.8  1,620,255 6.5

Ⅵ．特別利益 ※３  2,350 0.0  141,289 1.3  220,184 0.9

Ⅶ．特別損失 ※4.6  63,422 0.5  6,014 0.0  121,348 0.5

税引前中間（当
期）純利益

  835,934 6.5  795,791 7.1  1,719,091 6.9

法人税、住民税及
び事業税

 389,915   202,174   761,587   

法人税等調整額  △31,592 358,322 2.8 92,017 294,192 2.6 △79,278 682,309 2.7

中間（当期）純利
益

  477,612 3.7  501,598 4.5  1,036,781 4.2

前期繰越利益   7,811,627   －   7,811,627  

自己株式処分差損   －   －   9,239  

中間配当額   －   －   115,001  

中間(当期)未処分
利益

  8,289,240   －   8,724,169  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同　 左

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同　 左

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同　 左

時価のないもの

同　 左

(2）デリバティブ

　時価法

(2）デリバティブ

同　 左

(2）デリバティブ

同　 左

(3）たな卸資産

商　品

新　車　個別法に基づく原価

法

中古車　個別法に基づく低価

法

(3）たな卸資産

商　品　　　同　左

 

 

(3）たな卸資産

商　品　　　同　左

 

 

原材料　移動平均法に基づく原

価法

原材料　　　同　左 原材料　　　同　左

仕掛品　個別法に基づく原価法 仕掛品　　　同　左 仕掛品　　　同　左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法を採用し

ております。

　なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　 左

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

同　 左

建物 ２年～50年

構築物 ２年～40年

(2）無形固定資産

（ソフトウェア）

　社内における利用可能期間（５

年）による定額法を採用しており

ます。

(2）無形固定資産

（ソフトウェア）

同　 左

(2）無形固定資産

(ソフトウェア)

同　 左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　 左

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同　 左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備

えるため、実際支給見込相当額を

引当計上しております。

(2）賞与引当金

同　 左

(2）賞与引当金

同　 左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。

　なお、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（５年）による定額法により、

それぞれ発生の翌事業年度から損

益計上することとしております。

(3）退職給付引当金

─────

（追加情報）

　当社は、確定拠出年金法の施

行にともない、平成18年５月に

適格退職年金制度について確定

拠出年金制度へ移行し、「退職

給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指

針第１号）を適用しておりま

す。

　本移行にともなう影響額は特

別利益として129,451千円計上

されております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。

　なお、数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、それぞれ発生

の翌事業年度から損益計上してお

ります。

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を

引当計上しております。

　なお、平成11年７月に役員退職

慰労金規程を改定し、改定後の期

間に対応する役員退職慰労金は支

払わないこととなりました。この

改定により、改定時の役員に対す

る退職慰労引当金は、平成11年６

月末現在の役員退職慰労金要支給

見込額をもって最終残高としてお

り、平成11年７月以降対応分につ

いては引当計上を行っておりませ

ん。

(4）役員退職慰労引当金

同　 左

(4）役員退職慰労引当金

同　 左
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前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

４．リース取引の処理方法

同　 左

４．リース取引の処理方法

同　 左

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は税抜方式を

採用しております。

５．その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

同　 左

５．その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

同　 左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準） 

　当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号　平成15年10月31日）

が適用されることとなったため、同会

計基準及び同適用指針を適用しており

ます。これにより税引前中間純利益は

58,594千円減少しております。 

　なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。

─────

 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

　当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号　平成15年10月31日）が

適用されることとなったため、同会計

基準及び同適用指針を適用しておりま

す。これにより税引前当期純利益は

55,013千円減少しております。 

　なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。

─────

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は18,065,964千円でありま

す。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正にともない、

改正後の中間財務諸表等規則により作

成しております。

─────

 

─────

 

（ストック・オプション等に関する会

計基準）

　当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準第８号　平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第11号　平成18年５月

31日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は、それぞれ2,944

千円減少しております。

─────
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度末

（平成18年３月31日）

※１．有形固定資産 ※１．有形固定資産 ※１．有形固定資産

減価償却累計額 3,457,782千円 減価償却累計額 3,430,955千円 減価償却累計額 3,338,784千円

※２．担保提供資産

（担保に供している資産）

※２．　　　　───── ※２．　　　　─────

建物 29,757千円

土地 231,000千円

計 260,757千円

（上記に対応する債務）

　東名横浜クライスラー㈱（関係会社）

の契約保証金としての担保提供資産であ

ります。

  ３．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。

  ３．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。

  ３．偶発債務

　関係会社の仕入先よりの債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。

東名横浜クライ

スラー㈱
55,693千円

㈱シュテルン世

田谷
706,575千円

計 762,269千円

東名横浜クライ

スラー㈱
36,034千円

㈱シュテルン世

田谷
349,302千円

計 385,336千円

東名横浜クライ

スラー㈱
7,124千円

㈱シュテルン世

田谷
179,354千円

計 186,479千円

　また、関係会社のリース債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。 

　また、関係会社のリース債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。 

　また、関係会社のリース債務に対し、次

のとおり債務保証を行っております。 

㈱モトーレン東

名横浜
8,743千円

㈱モトーレン東

名横浜
6,132千円

㈱モトーレン東

名横浜
8,115千円

※４．未決算特別勘定の内容

　未決算特別勘定2,632,435千円は、本社用

地の一部が国道16号線の道路用地として収

用されることが決定したため、今後取得予

定の代替資産に充てるために計上しており

ます。

※４．未決算特別勘定の内容

　未決算特別勘定3,429,592千円は、本社用

地の一部が国道16号線の道路用地として収

用されることが決定したため、今後取得予

定の代替資産に充てるために計上しており

ます。

※４．未決算特別勘定の内容

　未決算特別勘定2,632,435千円は、本社用

地の一部が国道16号線の道路用地として収

用されることが決定したため、今後取得予

定の代替資産に充てるために計上しており

ます。

※５．仮払消費税等と仮受消費税等について

　仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺の

上流動負債の「その他」に含めて表示して

おります。

※５．仮払消費税等と仮受消費税等について

同　　左

※５．　　──────
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

　　至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

　　至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

　　至　平成18年３月31日）

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目

受取利息 16,170千円

受取配当金 77,388千円

受取地代家賃 154,469千円

受取利息 19,611千円

受取配当金 89,757千円

受取地代家賃 183,669千円

受取利息 34,353千円

受取配当金 83,518千円

受取地代家賃 325,432千円

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目

賃貸資産減価償

却費
35,369千円

賃貸資産賃借料 50,495千円

賃貸資産減価償

却費
38,577千円

賃貸資産賃借料 82,657千円

賃貸資産減価償

却費
82,998千円

賃貸資産賃借料 110,353千円

※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目 ※３．特別利益の主要項目

固定資産売却益 2,350千円 企業年金制度移

行益
129,451千円

固定資産売却益 2,350千円

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目

建物売却損 1,029千円

構築物売却損 2,250千円

機械装置売却損 143千円

工具・器具・備

品売却損
124千円

工具・器具・備

品除却損
1,278千円

減損損失 58,594千円

建物除却損 2,496千円

その他除却損 504千円

撤去費用 973千円

賃貸借契約中途

解約違約金
1,920千円

投資有価証券評

価損
119千円

建物売却損 1,029千円

構築物売却損 2,250千円

機械装置売却損 143千円

工具・器具・備

品売却損
124千円

建物除却損 47,516千円

構築物除却損 5,716千円

機械装置除却損 2,074千円

工具・器具・備

品除却損
2,965千円

ソフトウェア除

却損
931千円

減損損失 58,594千円

※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額

有形固定資産 123,739千円

無形固定資産 5,301千円

有形固定資産        99,233千円

無形固定資産 3,188千円

有形固定資産 241,643千円

無形固定資産 9,304千円

※６．減損損失

　当社は、当中間会計期間において、以

下の資産グループについて減損損失を計

上しました。

場所 用途 種類 
金額

（千円） 

神奈川県

相模原市 

事業用資

産
建物等 43,788

東京都

町田市 

賃貸用資

産
建物等 14,805

　事業用資産については管理会計上の事

業所単位ごとに、賃貸用資産については

個別の物件ごとにグルーピングしており

ます。

　収益性が低下している上記資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(58,594千円)とし

て特別損失に計上しております。

　その内訳は建物37,425千円、その他の

資産21,169千円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しております。

　使用価値の算定に当たっては、将来

キャッシュフローを5.2％で割引いて算定

しております。

※６．　　　　 ───── ※６．減損損失

　当社は、当事業年度において、以下の

資産グループについて減損損失を計上し

ました。

場所 用途 種類 
金額

（千円） 

神奈川県

相模原市 

事業用資

産
建物等 43,788

東京都

町田市 

賃貸用資

産
建物等 14,805

　事業用資産については管理会計上の事

業所単位ごとに、賃貸用資産については

個別の物件ごとにグルーピングしており

ます。

　収益性が低下している上記資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(58,594千円)とし

て特別損失に計上しております。

　その内訳は建物37,425千円、構築物

11,688千円、その他の資産9,480千円であ

ります。

　なお、当該資産グループの回収可能価

額は使用価値により測定しております。

　使用価値の算定に当たっては、将来

キャッシュフローを5.2％で割引いて算定

しております。
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リース取引

前中間会計期間
（自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高相

当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

その他
(工具・器
具・備品)

6,445 2,911 3,534

合計 6,445 2,911 3,534

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

その他
(工具・器
具・備品)

6,445 4,061 2,383

ソフトウェ
ア

30,000 3,333 26,666

合計 36,445 7,394 29,050

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

その他
(工具・器
具・備品)

6,445 3,486 2,959

ソフトウェ
ア

30,000 833 29,166

合計 36,445 4,319 32,125

（注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

（注）　　　　同　 左 （注）取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料中間期末残高相当

額等

未経過リース料中間期末残高相当

額

２．未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,150千円

１年超 2,383千円

合計 3,534千円

１年内 6,150千円

１年超 22,900千円

合計 29,050千円

１年内 6,150千円

１年超 25,975千円

合計 32,125千円

（注）未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。

（注）　　　　同　 左 （注）未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。

３．支払リース料及び減価償却費相当

額

３．支払リース料及び減価償却費相当

額

３．支払リース料及び減価償却費相当

額

支払リース料 575千円

減価償却費相当額 575千円

支払リース料 3,075千円

減価償却費相当額 3,075千円

支払リース料 1,983千円

減価償却費相当額 1,983千円

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。

４．減価償却費相当額の算定方法

　同　　左

４．減価償却費相当額の算定方法

　同　　左

（減損損失について） 

　リース資産に配分された減損損失は

ないため、項目等の記載は省略してお

ります。

（減損損失について） 

　同　　左

（減損損失について） 

　同　　左
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有価証券

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。

１株当たり情報

前中間会計期間

（自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日）

当中間会計期間

（自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日）

前事業年度

（自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額

1,906円67銭

１株当たり純資産額

997円43銭

１株当たり純資産額

1,975円48銭

１株当たり中間純利益金額

41円63銭

１株当たり中間純利益金額

27円84銭

１株当たり当期純利益金額

96円34銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

39円01銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

27円63銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

90円05銭

 当社は、平成18年４月１日に１株を２株とす

る株式分割を実施いたしました。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たりの情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。

前中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額

 953円33銭

１株当たり純資産額

987円74銭

１株当たり中間純利

益金額

20円82銭

１株当たり当期純利

益金額

48円17銭

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額

19円51銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

45円03銭

 

　    （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

 
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日

至　平成18年９月30日)

前事業年度

(自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 477,612 501,598 1,036,781

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（千円）
477,612 501,598 1,036,781

期中平均株式数（株） 11,471,630 18,017,083 10,761,331

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） 770,579 134,164 751,567

（内自己株式取得方式によるストック・オプ

ション）
(770,579) (134,164) (751,567)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式の概要

該当はありません。 平成18年新株予約権（新株予

約権の数1,910個）

新株予約権の概要は「４.中間

連結財務諸表等　ストック・

オプション等関係」に記載の

とおりであります。

該当はありません。
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重要な後発事象

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１．当社は店舗用地を取得するため、平成16

年８月及び平成17年４月に土地取得代金の一

部として合計1,003,469千円を支出しており

ましたが、相手方の事由により当該土地の取

得が中止となったことから、平成17年12月に

1,220,643千円の返金を受けました。平成18

年１月に当該取引に関する最終精算額が確定

され、その時点で約２億円が当事業年度の特

別利益に計上される予定です。

２．当社は平成17年12月20日開催の取締役会

において、商法第211条ノ３第１項第２号の

規定に基づき、自己株式を取得すること及

びその具体的な取得方法について決議し、

自己株式の取得を以下のとおり実施いたし

ました。 

(1）自己株式取得に関する取締役会の決議内

容

① 取得する株式の種類 

　当社普通株式

② 取得する株式の総数 

　2,880,000株（上限） 

③ 取得価額の総額 

　5,472,000,000円（上限）

④ 取得の方法 

　東京証券取引所の立会時間外取引であ

るToSTNeT-2（終値取引）による買付 

(2）取得日

　平成17年12月21日 

(3）資金調達方法 

　自己資金の一部及び銀行借入 

 

　上記ToSTNeT-2による買付の結果、当社普

通株式2,661,500株（取得価額

5,056,850,000円）を取得いたしました。

───── １．平成18年３月15日開催の取締役会の決議

に基づき、次のように株式分割による新株式

を発行しております。

（1）平成18年４月１日付をもって普通株式１

株につき２株に分割いたします。

　　①分割により増加する株式数

　　　普通株式　11,531,506株

　　②分割方法

　　平成18年３月31日最終の株主名簿及び実

質株主名簿に記載又は記録された株主の所

有株式数を、１株につき２株の割合をもっ

て分割いたします。

（2）配当起算日

　　　平成18年４月１日

　　当該株式分割が前期首に行われたと仮定

した場合の前事業年度における１株当たり

情報及び当期首に行われたと仮定した場合

の当事業年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

１株当たり純資産額

 927円50銭

１株当たり純資産額

987円74銭

１株当たり当期純利

益金額

39円30銭

１株当たり当期純利

益金額

48円17銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

38円23銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

45円03銭

 

２．平成17年10月20日の取締役会決議に基づ

き、平成18年５月１日に適格退職年金制度か

ら確定拠出年金制度へ移行しております。
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